
社会資本総合整備計画　事後評価書
防災活動拠点となる都市公園整備による災害に強いまちづくり（防災・安全）

平成２４年度　～　平成２６年度　（３年間） 可児市

一時避難所の収用人数 平成24末 0人 ⇒ 平成25末 6,500人
年間利用者数 平成23末 59,600人 ⇒ 平成27末 63,000人

（H２３末） （―） （H２７末） ※中間目標は任意

防災活動拠点の一時避難所として、利用可能面積／１人当たりの必要面積 0人分 6,500人分

運動公園利用者数の計測。 59,600人／年 63,000人／年

900 百万円 882 百万円 0 百万円 18 百万円

Ａ　基幹事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H24 H25 H26

1-A-1 公園 一般 可児市 直接 可児市 882

合計 882

Ｂ　関連社会資本整備事業

事業 地域 交付 直接 備考

種別 種別 対象 間接 H24 H25 H26

1-B-1 0

合計 0

番号 備考

1-B-1

可児市公式ホームページにて公表

平成２８年１月

事後評価（中間評価）の実施時期

平成28年2月1日

事　後　評　価　　（中　間　評　価）

○事後評価（中間評価の）の実施体制、実施時期

事後評価（中間評価の）の実施体制

本市、総務・市民・建設部内の組織にて評価を実施 事後評価（中間評価）の実施時期

交付対象事業の進捗事業

番号 事業者

一体的に実施することにより期待される効果

事業内容

備考

Ａ全体事業費
効果促進事業費の割合合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

要素となる事業名

計画の名称

最終目標値中間目標値当初現況値

定量的指標の現況値及び目標値

交付対象計画の期間

計画の目標

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式

要素となる事業名(事業箇所）

Ｃ
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

2.0%

事業内容・規模等

Ｂ

市町村名
全体事業費
（百万円）

可児市の中心よりやや西の丘陵地に位置する可児市運動公園は、現在、域防災計画に位置付けられた防災活動拠点の中でも、公園内にある多目的グラウンドが防災ヘリコプター
飛行場外離着陸場や自衛隊等応援部隊活動拠点として利用するなど、災害時における応急活動の中枢拠点に位置付けられている。こうしたなかで、防災対策を迅速かつ効果的に
実施するため、防災活動拠点の一時避難所機能を兼ね備えた野球場の整備を実施することで、運動公園利用者の増加と災害に強いまちづくりを目指す。

全体事業費
（百万円）

事業者

市町村名
事業実施期間（年度）

都市公園事業（可児市運動公園）
野球場整備 1.3ha
園路整備 　1.3ha

可児市



Ｃ　効果促進事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H24 H25 H26

1-C-1 施設整備 一般 可児市 直接 可児市 10

1-C-2 施設整備 一般 可児市 直接 可児市 8

合計 18

番号 備考

1-C-1 案内標識を設置することにより、災害時に防災活動拠点への迅速な誘導及び運動公園利用者のイメージアップによる満足度の向上。

1-C-2 防災活動拠点内に施設案内板を設置することで、災害時に一時避難所への誘導や救援物資の運搬など安全で迅速な対応及び運動公園利用者の利便性の向上。

Ⅲ　定量的指標以外の交付対象事業の効果の発現状況
（必要に応じて記述）

3.特記事項（今後の方針等）

・プロ野球、大学・高校野球等のレベルの高いスポーツを観戦することによりスポーツを楽しむまちづくりを目指す。
・全国レベル等の競技大会を誘致することにより可児市の知名度を高める。

目標値と実績値
に差が出た要因

目標値と実績値
に差が出た要因

（防災活動拠点として一時避難所）

最終目標値

案内看板　新設　11基 可児市

指標 最終目標値 63,000人/年

（運動公園利用者数） 最終実績値 129,000人/年

・可児市運動公園の整備の結果、防災活動拠点として一時避難場所機能及び運動公園利用者が増加した。Ⅰ　定量的指標に関連する交付対象事業の効果の発現状況

一体的に実施することにより期待される効果

事業内容
全体事業費
（百万円）事業者 市町村名要素となる事業名番号

誘導標識　新設　4ケ所 可児市施設誘導標識整備

施設案内板整備

最終実績値

6,500人

6,500人

2.事業効果の発現状況、目標値の達成状況

指標

Ⅱ　定量的指標の達成状況


